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地震に強い港湾のあり方（答申）の進め方

（当初の予定）
５月 諮問

現状と課題

７月 素案審議

地震に強い港湾のあり方（素案）

１．大規模地震発生時に求められる港湾機能と現状の課題
２．港湾における大規模地震対策の展開
３．港湾における大規模地震対策の着実な推進

１１月 答申

「地震に強い港湾のあり方」については、本年に多数発生した災害
時の対応における課題も踏まえ、答申として取りまとめる。

答申を平成１７年３月予定の港湾分科会に変更

本年発生した災害における課題
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平成１６年港湾関係の被害状況

港湾施設、海岸保全施設（港湾局所管）については、全国で約７００
件、約５８０億円の被害が報告されている。（１１月１９日現在）

※H16については11月19日時点の報告額

●災害復旧事業費の推移

阪神・淡路大震災北海道南西沖・
釧路沖地震

台風１８号台風１９号

主な災害

●H16災害別被害報告額
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１．台風１６号（８月３０日～３１日）
（１）被害状況等

●香川県高松港で観測最高潮位 4.36m（既往最高3.84m）を観測
●全国20都府県で床下・床上浸水被害約46,566戸が発生
（港湾背後において高潮が原因と想定される死者：高松市２名、倉敷市１名）
●国総研、（独）港空研から専門家を現地へ派遣

（２）港湾施設、海岸保全施設（港湾局所管）の被害
●全国１８４件 約１７４億円 （１１／１９時点）

２．台風１８号（９月７日）
（１）被害状況等

●広島で60.2m/sなど過去最大の瞬間最大風速を記録
●全国20府道県で床下・床上浸水被害約8,360戸が発生
●国総研、（独）港空研等から専門家を現地へ派遣

（２）港湾施設、海岸保全施設(港湾局所管)の被害
●全国２４９件 約２２２億円 （１１／１９時点)

台風１６、１８、２３号の被害について

３．台風２３号（１０月１９日）
（１）被害状況等

●高知県室津沖において港湾局観測史上最大の波高13.55m(有義波)を観測
●高知県室戸市の菜生海岸の堤防が倒壊（海水の流入等による死者：３名）

（２）港湾施設、海岸保全施設（港湾局所管）の被害
●全国１６７件 約１０７億円 （１１／１９時点）
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台風通過後すみやかに被災状況の情報収集等のため現地調査団を派遣

今後の予定
国土技術政策総合研究所、独立行政法人港湾空港技術研究所は、高波、高潮
等に関する現象の詳細な把握、被災原因の究明、高波、高潮等による被災の
軽減対策について連携して調査・研究を実施し、年度内を目途に成果のとり
まとめを行う。

台風による港湾施設等への被災に関する総合調査
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本年の災害による港湾機能の発揮

ゲートウェイ機能
緊急物資、避難者等の海上輸
送と被災した陸上交通を代替す
る旅客輸送の拠点としての機能

リダンダンシー機能
海上輸送による被災地域を迂回
した地域間の貨物や旅客輸送、
他港による代替輸送機能

臨海部防災拠点機能
避難などに資する広場、緊急物
資の保管機能

（新潟県中越地震） 直江津港に就航するフェリーによる被災者やボランティア等の輸送
（台風２１号） 愛媛県新居浜港に就航するフェリーによる被災者やボランティア等

の輸送

リダンダンシー機能

（各災害） 被災港湾の代替として他港の利用による物流や旅客輸送の確保
（新潟県中越地震） 新潟県内の陸上ルートの一部が不通となったことから、フェリー等

による陸上輸送の代替ルートや観光ルートの確保

ゲートウェイ機能

臨海部防災拠点機能

（新潟県中越地震） 新潟港西港区における倉庫において救援物資の保管
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本年の災害対応における課題

～本年発生災害における課題～
①被害の情報収集において、一部情報が錯綜する等の問題が発生したため、国と

港湾管理者の役割分担等を十分に検討する必要がある。

②国の港湾事務所や港湾管理者においてカメラを所有している場合があるが、現
在のところ動画情報を集約しておらず、一元的に集約するシステムの構築やリ
アルタイムの被災情報に基づく初動体制について検討する必要がある。

③災害の発生時において、緊急物資や避難民の輸送、他港への円滑なシフトを確
保する必要があり、港湾施設の被害状況等を関係機関に適切に情報発信する
必要がある。

被害に対して適切な対応を図るためには、災害直後の早急・正確
な被害の情報収集と関係機関への情報発信が極めて重要。


